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研究成果の概要（和文）： 

研究会期間中は全体研究会を何度も開催し、それぞれの報告は内容を検討・修正の上、日本
海洋法研究会叢書『現代海洋法の潮流』（有信堂高文社）に掲載された。現在、海洋法の歴史的
展開、海洋法の主要事例とその影響、日本における海洋法の主要課題の三巻が出版されている。 

 

研究成果の概要（英文）： 

Every year during the scientific research fund was provided, there had been several 

research group meetings and had several presentations and discussions on specific law of 

the sea issues. Those presentations have been published seratim in the Contemporary Law 

of the Sea Series. The title of the first volume is Historical Development of the Law of the 

Sea.  Second one is The Influence of Landmark Cases in the Law of the Sea.  The third is 

The Law of the Sea and Japan. 
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2007 年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

2008 年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

2009 年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

2010 年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

  年度    
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１．研究開始当初の背景 

海洋国家日本に海洋法を専門とする学会
が存在しない現状を苦慮し、日本における海
洋法の研究の発展と深化をめざした。 

 

２．研究の目的 

歴史的発展を踏まえて、現代海洋法の動態
を総合的に研究する。 

 

３．研究の方法 

研究分担者を中心に、海洋法に関する重要

な論点について研究会を開催し検討した上
で、その成果を個々の論文とは別に叢書とし
て発表する。 

研究会は、平成 19 年度は「公海上での無
国籍船・不審船の取締り」「国際航行利益の
確保と沿岸国、利用国の協力」「国際海峡、
群島水域における武装強盗の取締り」「公海
への沿岸国管轄権の拡大」「公開状の船舶で
の犯罪に対する刑事裁判権の行使」「公海漁
業の規制」「島・岩礁の法的地位」。平成 20

年度は「国連諸機関による海洋法条約の実施
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と発展」「海洋法裁判所による海洋法条約の
発展」「大陸棚延伸問題と大陸棚限界委員会
の活動」「海洋環境保護をめぐる国際法規則
の拡充と国際海事機関の役割」「欧州連合と
国連海洋法条約」。平成 21 年度は「追跡権行
使における「解釈的存在」理論の拡大傾向」
「継続追跡権制度成立の背景について」「海
洋関係国内法令の整備と実行（外国船舶航行
法や海賊対処法など）」「海洋環境保護に関連
する国際組織の活動」「深海底制度の実施状
況と今後の課題」「地域的漁業委員会の活動
と普遍的秩序への影響」。平成 22 年度は「日
本の離島管理法制の最近の展開」「海洋環境
汚染損害に対する責任法制」「EEZ における
海洋科学調査規制法の執行可能性」「深海底
における海洋調査活動に関する一考察―遺
伝資源の帰属をめぐる問題を中心に-」の報告
を行った。 

 

４．研究成果 

日本海洋法研究会叢書「現代海洋法の潮
流」を出版。 

 

第 1 巻海洋法の歴史的展開（既刊） 

第 2 巻海洋法の主要事例とその影響（既刊） 

第 3巻日本における海洋法の主要課題（既刊） 

第 4 巻海洋法と国際社会の組織化（予定） 

第 5 巻日本の海洋法制度の展望（予定） 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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